
（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00736

事務事業名称 阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくり推進事業 款 02 項 01 目 05 事業 009 整理番号 031

現担当課名 企画課 係名 事業調整担当 3435 031

既定事業

事業開始 平成29年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
企画課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 04

学校・病院等の公共的施設利用者
地域住民の道路利用者

根拠
法令
等

（１） 土地区画整理法

（２）

○地区内の大規模敷地における土地利用転換を契機とし
た土地の有効利用、都市環境整備の一環として、街区の
再編と敷地の整序を行うことで、公共施設の整備改善と
宅地利用の増進、防災性と安全性の向上を図り、にぎわ
い・教育・医療などの都市機能の強化に資する。

指標名（１） 関係地権者との会議開催回数（累計）

指標説明

指標名（２）

指標説明
○「阿佐ヶ谷駅等周辺まちづくり方針」に基づく、
まちづくりの実現に向け、地権者との共同で実施す
る土地区画整理事業を行う。

指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 回 5 10 11 15 18 22 120.0 98.4

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 25,020 12,589 12,484 25,604 25,201 156,511
特記事項

0 0 0

25,478

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 24,789 12,389 12,389 25,075 10,895

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.31 1.50 1.62 1.50 1.63 1.50

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 11,254 12,887 13,650 12,639 14,210 13,077

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 36,274 25,476 26,134 38,243 39,411 169,588

単位当たりコスト
13 円 7,254,800 2,547,600 2,375,818 2,549,533 2,189,500 7,708,545

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 36,274 25,476 26,134 38,243 39,411 169,588

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 031

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

阿佐ヶ谷駅北東地区土地区画整理事業事業計画策定等業務委託 18,572

阿佐ヶ谷駅北東地区土地区画整理事業支援等業務委託 3,394

阿佐ヶ谷駅北東地区鳥類調査業務委託 2,112

阿佐ヶ谷駅北東地区鳥類調査（春季）業務委託 924

その他（ 図書の購入等 ） 199

事業実績

　平成29年度から令和元年度の3か年にわたり業務委託を進め、令和元年度に土地区画整理事業の施
行認可を取得しました。また、規約第10条に基づく同意に時間を要したことから工期の延伸を行いま
したが、仮換地の指定を実施しました。
　さらに、「東京における自然の保護と回復に関する条例」に基づき、土地区画整理事業区域周辺の
「ツミ」の生息に関する調査を実施しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　平成29年6月に「阿佐ヶ谷駅北東地区におけるまちづくりの推進に関する協定書」及び「覚書」を
締結し、平成30年11月には「阿佐ヶ谷駅北東地区における個人共同施行土地区画整理事業の実施に関
する基本協定書」を締結しました。
　令和元年8月30日に「阿佐ヶ谷駅北東地区土地区画整理事業」の施行認可を取得しました。
　令和元年10月30日付で「阿佐ヶ谷駅北東地区土地区画整理事業」の仮換地を指定しました。
　区民の方々からは、樹木の保全など自然の保護に関するご要望・ご意見や情報公開請求が寄せられ
ています。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　土地区画整理事業の事業実施に向け、整備段階ごとに周辺の方々に説明するとともに、「東京にお
ける自然の保護と回復に関する条例」及び「土壌汚染対策法」に基づく調査を進め、適切な対応を実
施します。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　施行者3者で開催している「施行者会」の資料などの情報公開請求に適切に対応するとともに、今
後、締結予定の「施行協定」を区のホームページに掲載するなど、事業に対する区民の方々のご理解
を得られるよう努めていきます。

評価と課題

　「阿佐ヶ谷駅北東地区土地区画整理事業　事業計画策定等業務委託」において、関係地権者の同意
取得に時間を要したことから、工期の延伸を行いましたが概ね計画通りに進んでいます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 現状維持

予算の方向性の理由・
内容

　土地区画整理事業の円滑な実施に向け、関係法令等に基づく調査を実施するとともに、進捗管理及
び予算管理に注意して、計画的な事業執行を進めます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00355

事務事業名称 まちづくり施策の総合的な推進 款 05 項 01 目 01 事業 003 整理番号 361

現担当課名 都市整備部管理課 係名 企画調査係 3512 369

既定事業

事業開始 昭和45年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
都市整備部管理課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
○区
○区民、区内在勤・在学者
○杉並区のまちづくりに係る組織・団体・機関

根拠
法令
等

（１） 都市計画法第18条の2

（２） 杉並区まちづくり条例

○杉並区基本構想（10年ビジョン)に示す杉並区の将来
像を実現するため、「杉並区まちづくり基本方針(杉並
区都市計画マスタープラン)」に基づくまちづくり施策
を総合的かつ計画的に推進する。

指標名（１） まちづくり調整会議の議案数

指標説明 平成29年度よりまちづくり調整会議のあり方を見直し、
議案を厳選する。

指標名（２）

指標説明
○都市整備関連施策の総合計画及び国、都等との調
整を行う。
○都市整備に係る情報収集および調査研究を行う。
○都市整備部内の事業支援を行う。

指標名（１）
「生活環境全般が良い」と思っている人の割
合

指標説明 区民意向調査による

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 回 10 15 7 15 6 15 40.0 90.9

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3 ％ 92.5 94.0 94.3 95.0 94.8 95.0 99.8

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 9,984 178 110 1,632 1,483 573
特記事項

0 0 0

1,547

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 9,936 17 5 1,425 437

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 2.46 3.00 3.15 3.00 3.01 4.00

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 21,134 21,610 22,550 17,294 17,801 26,432

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 31,118 21,788 22,660 18,926 19,284 27,005

単位当たりコスト
13 円 3,111,800 1,452,533 3,237,143 1,261,733 3,214,000 1,800,333

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 31,118 21,788 22,660 18,926 19,284 27,005

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 361

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

まちづくり調整会議の開催 4 回 0

都市開発方針の計画図等作成委託 1 件 1,408

コンパクトなまちづくり推進協議会会費の支出 1 件 30

その他（ 消耗品の購入ほか ） 45

事業実績

　「富士見ヶ丘駅周辺まちづくり方針」の策定に向け、対象地域において３日間に渡るオープンハウ
スを開催し約1,000人の方にご来場いただきました。また、まちづくり方針の中間まとめを策定し、
令和２年度末の策定に向け今後の進め方について検討しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　「杉並区まちづくり基本方針」は平成2年に策定されました。平成9年の改正からは、都市計画法の
改正を受けて「杉並区都市計画マスタープラン」としての位置づけを併せ持つようになり、その後平
成14年、平成25年に改定されています。平成29年度には、阿佐ヶ谷駅北東地区のまちづくりの具体化
を図るに当たり、都市計画手法を活用する考え方を「杉並区まちづくり基本方針」においても明らか
にするため、一部改定を行いました。また、平成30年度の杉並区震災復興マニュアル改定に伴い、「
杉並区被災市街地復興整備条例」を制定しました。
　まちづくり政策は、安全・安心の面から期待の声が多い一方で、関係者に丁寧な説明を行い、理解
を得ながら進めて欲しいとの意見が寄せられています。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　「杉並区まちづくり基本方針」（以下、方針）では、令和３年度を目標年度としていることから、
今後、方針の上位計画並び関連計画である、東京都における「都市計画区域の整備、開発及び保全の
方針」等の改定作業を注視しながら、区民等の意見を反映した新たな方針を策定していきます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　本事業が成果指標としている、区民意向調査による「生活環境全般が良い」と感じている指数が、
微増ではありますが年々上昇傾向にあり、一定程度の目標を達成していると推量されます。
　今般、新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言下、テレワークの実施等により区民意向調
査が未実施であるため最新の傾向は把握できていませんが、今後実施される区民意向調査の結果を真
摯に踏まえ、引き続き、区民の満足度を得る施策を推進していきます。

評価と課題

　令和元年度は、まちづくりの課題のひとつである「富士見ヶ丘駅周辺まちづくり方針」の策定にあ
たり、令和2年1月に富士見ヶ丘駅構内において第１回オープンハウスを開催し、「富士見ヶ丘駅周辺
まちづくり方針」中間まとめをまちづくり調整会議に諮りました。令和２年度末のまちづくり方針の
策定に向けて、引き続き、更なる検討を進めていきます。
　今後、各行政分野における事業の進捗状況を注視し、「まちづくりチーム」を中心に、まちづくり
の課題の解決を図っていきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

令和３年度以降の杉並区まちづくり基本方針（杉並区都市計画マスタープラン）の改定に向け、昨年
度に引き続き、情報や資料の収集・分析などを行うため、現状を維持します。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00357

事務事業名称 用途地域などの案内調整 款 05 項 01 目 01 事業 004 整理番号 362

現担当課名 市街地整備課 係名 土地利用計画係 3377 370

既定事業

事業開始 昭和43年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
市街地整備課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
区内全域及び全区民 根拠

法令
等

（１） 都市計画法

（２）

○用途地域をはじめとした地域地区等都市計画の適時・
適切な運用により、まちの健全な発展と秩序ある整備を
図る。

指標名（１） 都市計画図作成部数

指標説明

指標名（２）

指標説明
○用途地域等の変更手続きなどを行うとともに、都
市計画図を作成し縦覧・頒布する。
○都市計画の問合せに対し、窓口及び電話にて案内
するほか、相談・要望等に対応する。
○様々なまちづくりの基礎資料となる都市計画に関
する基礎調査・分析を概ね5年毎に行う。

指標名（１）
都市計画図有料頒布部数

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 枚 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 100.0 89.7

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3 枚 271 500 297 500 209 500 41.8

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 40,927 11,905 10,618 5,562 4,988 2,328
特記事項

0 0 0

5,080

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 40,727 11,216 9,967 4,620 1,840

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 3.69 5.50 6.76 5.50 6.71 5.50

上記以外の職員 9 人 2.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 31,701 43,088 52,968 42,351 54,278 43,729

上記以外の職員 11 千円 5,888 8,832 9,267 9,267 9,240 9,240

総事業費
12 千円 78,516 63,825 72,853 57,180 68,506 55,297

単位当たりコスト
13 円 65,430 53,188 60,711 47,650 57,088 46,081

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 2,004 972 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 2,004 972 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 78,516 61,821 71,881 57,180 68,506 55,297

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 362

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

用途地域変更業務支援委託 1 件 2,035

杉並区都市計画図作成業務委託 1 件 1,650

その他（ 消耗品の購入ほか ） 1,303

事業実績

　平成３１年３月策定の｢阿佐ヶ谷駅北東地区まちづくり計画｣を踏まえ、当該地区の用途地域や高度
地区等の都市計画変更手続きに係る支援業務を行いました。
　また、用途地域等の都市計画を区民等に周知するため、時点修正した杉並区都市計画図を作成し、
有料頒布等を行いました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　用途地域等の案内については、紙による都市計画図による説明・対応から窓口でのパソコン利用や
区ホームページから確認ができるようにしました。その一方で、パソコンによる確認では判別がしに
くい用途地域等の境界について、詳細な解釈を求められることがあります。
　また、用途地域（建ぺい率、容積率）等を変更してより高く大きな建物が建てられるようにしてほ
しいという事業に対する意見がある一方、住環境や緑地の保全などの観点からより高く大きな建物が
建てられることを懸念する意見もあります。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　地形地物の変更等による用途地域等の一括変更が約３年後に予定されています。この変更に向け、
今年度から資料作成業務について委託し、準備を進めていきます。
　また、各駅周辺等でのまちづくりの進展により、まちづくりの目標を実現するため、用途地域等の
変更が想定されます。これらのまちづくりの推進にあたり、住民等の意見を丁寧に聴取するとともに
、関係部署等との協議・調整を行い、都市計画決定手続きに沿って適切に対応していきます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　紙による都市計画図については、簡便に分かり易く用途地域等を確認できるため、用途地域等の時
点修正を含め前年度と同部数作成しました。また、本図の有料頒布部数については、一定程度確保さ
れており、用途地域等の都市計画について区民等の周知に寄与しています。

評価と課題

　用途地域等の案内については、紙による都市計画図や窓口のパソコン等により、分かり易く正確に
かつ丁寧に行いました。さらに、用途地域等について詳細な考え方を求められた際には、資料調査や
現場調査を詳細に行う等適切な対応・判断を行ってきました。今後も、常に正確かつ丁寧な対応を行
っていく必要があります。
　用途地域等の詳細調査の判断資料等が長年の蓄積により増大してきています。資料を迅速に提示す
ることや内容の継承を確実に行っていくため、スリム化やファイリング等の整理が課題となっていま
す。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 縮小

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）・実施主体の見直し

予算の方向性の理由・
内容

　令和元年度は、一部の地域での用途地域等の変更に伴い、用途地域や高度地区等の都市計画変更手
続きに係る支援業務委託を行いました。
　令和２年度は、用途地域等の一括変更に伴う資料作成業務委託を予定していますが、令和３年度債
務負担行為であるため、前年度に比べて予算規模は縮小しています。
　また、毎年度作成している都市計画図は、本年度も委託により作成する予定としています。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00358

事務事業名称 都市計画道路公園緑地の案内調整 款 05 項 01 目 01 事業 005 整理番号 363

現担当課名 都市整備部管理課 係名 都市施設担当 3513 371

既定事業

事業開始 昭和43年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
都市整備部管理課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
区民（都市計画道路公園緑地の周辺住民等）
都市計画の確認者（建築、不動産関係業者他）

根拠
法令
等

（１） 都市計画法

（２） 都市計画法施行令

○都市計画道路・公園・緑地の計画位置、計画の進捗状
況を案内し、都市生活基盤の発展と秩序ある整備を図り
ます。
○外かく環状道路・放射第5号線及び補助第133号線事業
に関し、住民の意見・要望を尊重し、住環境に配慮した
道路整備となるよう国・都に対して調整を図ります。

指標名（１） 「すぎナビ」アクセス件数

指標説明 「都市計画情報」及び「都市計画施設図」へのアクセス
件数

指標名（２） 外かく環状道路（外環、外環の地上部街路）
に関する検討会等開催回数

指標説明
○都市計画道路公園緑地の計画線の案内や都との調
整を行う。
○外かく環状道路（外環、外環の地上部街路）に関
する国・都・住民との調整を行う。
○放射第5号線及び補助第133号線事業に関する都・
住民との調整を行う。

指標名（１）
区内都市計画道路の完成率

指標説明 区内都市計画道路完成延長÷区内都市計画道路計画延長

指標名（２）
区内都市計画公園緑地の供用率

指標説明 区内都市計画公園緑地供用面積÷区内都市計画公園緑地
計画決定面積

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 回 103,203 100,000 107,240 115,000 111,977 115,000 97.4 40.5

活動指標（２） 2 回 2 0 2 0 2 0 0.0

成果指標（１） 3 ％ 49 49 49 49 49 49 100.0

成果指標（２） 4 ％ 54 54 54 54 54 54 100.0

事業費 5 千円 40 1,012 1,011 10,820 4,384 8,147
特記事項

　補助第133号線（成
田東区間）の事業化を
見据え、成田東地区の
まちづくりに関する基
礎調査を行ったため、
事業費が増額となりま
した。
　成田東地区まちづく
り検討業務委託におい
て、落札率が48％と低
かったため、執行率が
低くなりました。

0 0 0

10,780

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 0 972 972 4,345 8,010

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.37 1.50 2.07 2.00 2.13 2.00

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 11,770 12,887 17,442 16,852 18,569 17,436

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 11,810 13,899 18,453 27,672 22,953 25,583

単位当たりコスト
13 円 114 139 172 241 205 222

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 11,810 13,899 18,453 27,672 22,953 25,583

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 363

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

都市計画道路・公園緑地の案内 0

都市計画道路（外環、放射第5号線等）に関する国・都・住民との調整 0

成田東地区まちづくり検討業務委託 1 件 4,345

その他（ 消耗品購入 ） 39

事業実績

　都市計画道路等、都市施設に関する案内業務は、すぎなみマップ等を有効に活用し、着実に実施し
ています。また、杉並区の公式電子地図サービス「すぎナビ」での都市計画情報等に対するアクセス
件数は、前年度実績から約4,700件の増と、毎年度順調に伸びています。外かく環状道路については
、事業の進捗状況等の住民への情報提供や意見を聞くための場として、国などの事業者によるオープ
ンハウスを年に２回開催しています。放射第5号線については、令和元年6月に車道部の供用を開始、
補助第133号線については、令和元年11月に事業及び測量説明会を開催しています。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

S56・H3・H16・H28　区部における都市計画道路優先整備路線策定（1～4次事業化計画）
H18 東京都市計画公園・緑地の優先整備区域策定、H23.12　都市計画公園・緑地の整備方針改定
H16.5 放射第5号線都市計画変更
H17.12 放射第5号線事業認可告示
H19.4  外かく環状道路都市計画変更告示
H21.4 国・都が外環「対応の方針」公表、H21.5 外かく環状道路が整備計画への位置付けと予算化
H23.7 第1回杉並区における地上部街路に関する話し合いの会開催（令和2年5月現在、休止中）
H26.3 外かく環状道路大深度地下使用承認、都市計画事業承認・事業認可

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　区内での都市計画道路等の都市計画事業に対する区民の関心は高く、事業の影響と課題を示した上
で、住民意見を考慮した、事業者の適切な対応が必要です。現在事業中の外かく環状道路では、事業
の各段階に応じて住民意見を正確に事業主体である国や都に伝えることが必要になります。一方、外
環道の地上部街路においては、これまで14回にわたって開催された「話し合いの会」が平成27年度に
休止となっていますが、今後の進め方については、都と定期的に情報交換を行い調整することが必要
です。放射第5号線は、車道部の供用を開始し、今後は街路樹や無電柱化、歩道工事を予定していま
す。また、補助133号線は、事業及び測量説明会が開催され、事業化に向けて進むことが予測されま
す。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　活動指標（１）の「「すぎナビ」アクセス件数」は、目標値には届きませんでしたが、今後はテレ
ワーク等のワークスタイルの変化により、アクセス件数の増加が予想されます。
　活動指標（２）の「外かく環状道路（外環、外環の地上部街路）に関する検討会等開催回数」は、
目標値は達成していますが、国・都等の事業の進捗状況により開催の有無が左右されるため、目標値
の設定には今後検討が必要です。

評価と課題

　外環道や放射第5号線及び補助第133号線は長期に亘る事業のため、地域住民の懸念や要望をしっか
り受け止めた上で、国・都が事業を進めていくよう調整を行うことが重要です。令和元年度も、外環
道のオープンハウスの実施、放射第5号線沿線住民への広報紙の配布、補助第133号線事業及び測量説
明会への参加など、国や都と打合せを行い、地域住民に対し出来る限り丁寧な対応となるよう調整を
図りました。今後も、広く区民等の意見を聴きながら、国や都に対して必要な協力をしていきます。
　外かく環状道路の地上部街路については、これまで地域住民との意見交換等を行う場だった「話し
合いの会」が休止となっていますが、今後も都と緊密に情報交換を行い、進め方について検討してい
きます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　外かく環状道路は、引き続き、国などの動向を注視し、適切な時期に区民要望等を国などに伝えて
いくことが重要です。また、事業者は国であることから、区での工事や委託等の実施の予定はありま
せん。外環の地上部街路については、地域住民との意見交換等を行う場だった「話し合いの会」が休
止となっていますが、今後の進め方について都と綿密に情報交換を行い、今後の進め方について検討
していきます。
　放射第5号線については、車道部は供用開始となりましたが、街路樹や無電柱化、歩道工事が今後
も続くことから従来規模での予算の需要が見込まれます。
　また、補助第133号線については、事業及び測量説明会が開催され、今後は現況測量や用地測量を
実施し、事業化に向けて進むことが予測されます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00361

事務事業名称 地区整備計画 款 05 項 01 目 02 事業 001 整理番号 367

現担当課名 市街地整備課 係名 地区計画係 3373 375

既定事業

事業開始 昭和44年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

主要事業（区政経営報告書掲載事業）

令和元年度
市街地整備課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 04

区内全域及び全住民、事業者など 根拠
法令
等

（１） 都市計画法

（２） 建築基準法

○住環境の向上とより良い市街地形成を目指し、地域の
まちづくりの方針を示した計画や地区計画、まちづくり
ルール等の制度を活用し、地域住民、事業者、行政の連
携による地域の特性を活かしたまちづくりを進める。

指標名（１） 地区計画等策定区域面積（累計）

指標説明

指標名（２） 地区計画等届出件数

指標説明
○地域の合意形成の状況等を踏まえ、地区計画等の
策定により、良好な市街地形成や保全等を図る。
○地区計画に位置付けた地区施設(地区計画道路等)
の整備により、市街地整備を推進する。
○地区計画等の内容に沿った建築計画の届出により
、良好な住環境の形成を誘導する。

指標名（１）
地区計画が都市計画決定された地域における
道路用地取得率

指標説明 地区計画道路用地の取得面積累計÷取得計画面積

指標名（２）
地区計画等策定率

指標説明 地区計画等策定区域面積÷杉並区面積

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 ｈａ 273 273 273 277 277 277 100.0 68.1

活動指標（２） 2 件 117 0 134 0 152 0 0.0

成果指標（１） 3 ％ 89.07 90.31 89.07 90.92 89.07 92.02 98.0

成果指標（２） 4 ％ 8.02 8.02 8.02 8.15 8.15 8.15 100.0

事業費 5 千円 20,626 11,691 8,155 12,844 8,749 7,741
特記事項

0 0 0

10,028

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 19,820 10,198 6,994 7,810 6,822

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 4.63 5.20 5.68 5.20 5.69 5.20

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 39,776 44,673 47,860 43,815 49,605 45,334

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 60,402 56,364 56,015 56,659 58,354 53,075

単位当たりコスト
13 円 221,253 206,462 205,183 204,545 210,664 191,606

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 7,374 0 1,998 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 7,374 0 1,998 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 53,028 56,364 54,017 56,659 58,354 53,075

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 367

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

蚕糸試験場跡地周辺地区　地区計画道路用地取得に向けた測量等委託 2 件 1,368

蚕糸試験場跡地及び気象研究所跡地周辺地区　まちづくり状況の調査業務委託 1 件 1,628

阿佐ヶ谷駅北東地区　地区計画決定日の現状把握等に向けた空中写真撮影委託 1 件 1,765

玉川上水・放射5号線周辺地区　放射5号線開通後の交通量調査委託 1 件 2,937

その他（ 地区計画パンフレットの印刷ほか ） 1,051

事業実績

　蚕糸試験場跡地周辺地区の地区計画道路の用地取得に向けて測量・分筆を1件、物件移転補償算定
を1件行いました。また、同地区及び気象研究所跡地周辺地区では、まちづくりの評価や今後のまち
づくりへの取組を行うための基礎資料とするため、まちづくり状況基礎調査を行いました。
　阿佐ヶ谷駅北東地区では、都市計画法に基づく手続を経て、「阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画」を都
市計画決定しました。これに伴い、決定日の現状把握等のため空中写真撮影を行いました。
　玉川上水・放射5号線周辺地区では、放射5号線の交通開放前後の交通量調査を行いました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　「蚕糸試験場跡地周辺地区地区計画（昭和58年決定）」の決定以降、「阿佐ヶ谷駅北東地区地区計
画（令和元年度決定）」まで、12地区で都市計画決定を行いました。

都市計画決定された地区計画等の地区数　事業開始時（昭和44年）０地区→令和元年度12地区
（蚕糸試験場跡地周辺地区、気象研究所跡地周辺地区、宮前二丁目地区、大田黒公園周辺地区、高井
戸東一丁目地区、荻窪三丁目地区、成田東四丁目地区、宮前三丁目地区、玉川上水・放射５号線周辺
地区、阿佐ヶ谷駅北東地区、杉並区環七沿道、杉並区環状八号線沿道）

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　今後も各地域の課題解決や住環境維持のために、住民発意によるまちづくりの取組増加が予想され
ます。そのため、地域の特性を踏まえながら課題解決等を図る、地区計画制度を活用したまちづくり
の推進を目指します。
　蚕糸試験場跡地周辺地区の地区計画道路の用地取得については、これまで主に建替えの機会を捉え
て事業を進めていますが、主に権利者の高齢化に伴う建替え意欲の低下などが要因となり、交渉開始
から取得に至るまで、時間を要する状況が増加しています。このことから今後、建替え時以上に、住
み替えによる土地権利の動きの機会を捉えた交渉が増えていくと予想されます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　地区計画等届出件数は、地区計画等の区域内における建築計画等の届出件数のため、目標値を定め
ていません。今後の事業展開においても課題は見られません。
　地区計画等策定区域面積及び、地区計画等策定率については、計画のとおりに地区計画等の策定を
行っており、事業の目的を達成しています。今後の事業展開においても課題は見られません。
　蚕糸試験場跡地周辺地区の地区計画道路については、ここ数年、主に土地権利者の高齢化に伴い用
地取得に至っていませんが、具体的な交渉を着実に進めています。今後の対象用地の動向予想を踏ま
えると、取得に至る交渉に時間を要する以外は、事業の取組に課題は見られません。

評価と課題

　蚕糸試験場跡地周辺地区については、建物の建替時期等をとらえて地区計画道路用地の買収を行い
、整備を推進していきます。
　阿佐ヶ谷駅北東地区については、阿佐ヶ谷駅北東地区地区計画等の都市計画決定を行いました。こ
れに伴い、地区計画の制限を建築確認の際の審査基準とする条例の改正を行い、当該制限の内容の確
実な実現を図ります。
　また、既決定区域内では、地区計画等の内容に沿った建築計画の届出を行うことで、良好な住環境
が形成されており、地域の特性を踏まえたまちづくりの実現に向けて着実に成果を上げています。引
き続き地区計画制度により良好な住環境の形成を誘導していきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　地域におけるまちづくりの取組や機運の高まり等を的確にとらえ、地区計画制度等を活用した地域
特性を踏まえた土地利用まちづくりの推進を図ります。
　既決定の地区計画区域については、地区計画等の内容に沿った建築計画の届出により、良好な住環
境の形成を誘導します。また、まちづくり事業の普及啓発等を通して、地域住民のまちづくりの取組
への理解が深まってきており、今後も継続して行います。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00365

事務事業名称 まちづくり活動の支援 款 05 項 01 目 02 事業 004 整理番号 371

現担当課名 都市整備部管理課 係名 庶務係 3503 379

既定事業

事業開始 平成12年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
都市整備部管理課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 03

区内で自主的なまちづくり活動を行っている団体等 根拠
法令
等

（１） 杉並区まちづくり条例

（２） 杉並区まちづくり助成要綱

○まちづくりの機運を高め、地域住民の交流及び生活環
境の向上を図るため、まちづくりルールの策定など地域
の住民主体によるまちづくり団体の育成を支援する。

指標名（１） 活動助成団体数

指標説明

指標名（２） コンサルタント派遣団体数

指標説明
○まちづくり団体や認定されたまちづくり協議会の
活動経費の一部を助成するまちづくり助成金を交付
する。
○まちづくり団体等の活動に対し、まちづくりに関
する講習会や計画案の作成等、専門的な支援が必要
と認める際にまちづくりの専門家を派遣する。

指標名（１）
活動助成団体数

指標説明 助成金を支払ったまちづくり団体や協議会の数

指標名（２）
コンサルタント派遣団体数

指標説明 コンサルタントの派遣を受けた団体の数

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 団体 6 10 5 8 7 8 87.5 46.8

活動指標（２） 2 団体 4 4 4 4 2 4 50.0

成果指標（１） 3 団体 6 10 5 8 7 8 87.5

成果指標（２） 4 団体 4 4 4 4 2 4 50.0

事業費 5 千円 1,529 1,904 1,413 1,900 889 1,906
特記事項

0 0 0

672

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 412 672 299 189 672

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.94 0.30 0.42 0.30 0.43 0.30

上記以外の職員 9 人 0.50 0.50 0.50 1.00 1.00 1.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 8,076 2,577 3,539 2,528 3,749 2,615

上記以外の職員 11 千円 1,472 1,472 1,545 3,089 3,080 3,080

総事業費
12 千円 11,077 5,953 6,497 7,517 7,718 7,601

単位当たりコスト
13 円 1,846,167 595,300 1,299,400 939,625 1,102,571 950,125

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 11,077 5,953 6,497 7,517 7,718 7,601

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 371

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

まちづくり活動団体助成 7 団体 349

まちづくりコンサルタントの派遣 2 団体 182

その他（ 講師謝礼の支出ほか ） 358

事業実績

　まちづくり活動団体助成は、合計7団体（新規2団体、継続5団体）から申し込みがあり助成を実施
しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　平成21年度の制度改正により、まちづくり活動助成団体数は年度あたり4～8団体で推移し、令和元
年度は7団体でした。コンサルタント派遣団体数は、元年度は2団体、コンサルタントの延べ派遣回数
は7回行い、まちづくり団体を支援しました。平成30年度にまちづくり活動助成制度の見直しを行い
、まちづくり新たにまちづくり活動をはじめる団体からまちづくり協議会まで、団体の成熟度に応じ
た段階的な助成制度としています。。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　新たにまちづくり活動をはじめる団体への働きかけを積極的に行い活動を支援していきます。また
まちづくり協議会など、活動が成熟している団体に対する支援については団体と意見交換しながら進
めていきます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　まちづくり団体活動助成については目標値をほぼ達成したものの、まちづくり協議会助成について
は未執行となりました。

評価と課題

　引き続きまちづくり活動助成を通じて、自主的なまちづくり活動の機運を高めることができていま
す。しかし、既存のまちづくり協議会については、コンサルタントの派遣も含めてまちづくり協議会
が必要な活動助成について意見交換等を行って活動を支援していく必要があります。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　まちづくり活動助成を活用して、区民や地域団体の主体的な活動を支援していき、地域住民主体の
まちづくり活動の機運を高め、地域の活性化とより良い市街地形成を目指していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00370

事務事業名称 区営住宅の住環境整備 款 05 項 01 目 03 事業 001 整理番号 376

現担当課名 住宅課 係名 住宅運営係 3534 384

投資事業

事業開始 平成14年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 02

区内に居住する住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者
、高齢者、障がい者、子育て世帯等）及び区営住宅入居
者

根拠
法令
等

（１） 公営住宅法

（２） 公営住宅等整備基準

○区営住宅に計画的な維持補修等を実施し、長寿命化す
る。
○既存の区営住宅に加齢対応型浴槽を設置することでバ
リアフリー化を推進し、子育て世帯、高齢者・障がい者
世帯等が安全・安心に生活できる住環境を整備する。

指標名（１） 長寿命化修繕工事の工事　か所数

指標説明

指標名（２） 加齢対応型浴槽設置　か所数

指標説明
○区営住宅の外壁改修工事を長寿命化仕様で実施す
る。
○区営住宅に加齢対応型浴槽を設置する。(平成28
年度～)

指標名（１）
長寿命化修繕工事を実施した住宅戸数

指標説明

指標名（２）
加齢対応型浴槽を設置した住宅戸数

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 所 2 2 2 4 4 2 100.0 100.0

活動指標（２） 2 所 48 43 38 19 27 25 142.1

成果指標（１） 3 戸 94 58 58 109 109 63 100.0

成果指標（２） 4 戸 48 43 38 19 27 19 142.1

事業費 5 千円 88,170 71,624 71,624 104,617 104,616 99,405
特記事項

区営住宅の長寿命化外
壁改修の事業費が平成
30年度の2団地6棟から
令和元年度4団地6棟に
増加したため、約3割
増額しています。

104,617 104,616 99,405

104,617

（内）投資的経費等 6 千円 88,170 71,624 71,624

（内）委託費 7 千円 88,170 71,624 71,624 104,616 99,405

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 3,436 3,436 3,370 3,370 3,487 3,487

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 91,606 75,060 74,994 107,987 108,103 102,892

単位当たりコスト
13 円 45,803,000 37,530,000 37,497,000 26,996,750 27,025,750 51,446,000

(12÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 19,383 26,724 27,168 42,369 41,716 40,259

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 19,383 26,724 27,168 42,369 41,716 40,259

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 72,223 48,336 47,826 65,618 66,387 62,633

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 376

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

井草一丁目アパート、久我山五丁目第二アパート外壁改修工事 2 か所 84,747

加齢対応型浴槽設置工事 27 か所 7,984

その他（ 手摺改修工事、鉄部塗装工事等 ） 11,885

事業実績

　令和元年度に井草一丁目アパート、久我山五丁目第二アパート、阿佐谷北三丁目第二アパート、成
田東一丁目アパートの外壁改修工事を長寿命化仕様で実施しました。
　また、空き室修繕工事や入居者の申出により加齢対応型浴槽の設置工事を実施しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　バリアフリー施策として、平成13年度から平成26年度までに昇降機が設置可能な一定規模以上の区
営住宅15か所に設置し、対象住宅への設置が完了しました。また、平成27年度、平成28年度にスロー
プ6か所を設置し、設置可能な住宅への設置が完了しました。平成29年度から加齢対応型浴槽の設置
をしています。
　平成24年度に「杉並区営住宅等長寿命化計画」を策定し、区営住宅の計画的な維持補修等による長
寿命化を実施し、この計画に基いて令和元年度は井草一丁目アパート外３アパートで外壁改修工事を
長寿命化仕様で実施しました。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　区営住宅の耐用年数は概ね70年とされているため、建替時期を迎えている住宅はありませんが、数
十年後には改築時期を迎える住宅が集中し、改築が追いつかなくなる懸念があるため、区営住宅等長
寿命化計画（令和4年～13年度）について、令和元年度に基礎調査、令和2年度に建替計画の基本方針
を策定して素案を策定し、令和3年度にパブリック・コメントを実施した上で改定します。
　これにより区営住宅を集約化するとともに現状の戸数を確保する建替計画を実施して住宅運営の効
率化を図り、また、区営住宅を地域に求められる開放的な施設とするため、十分なバリアフリー施策
を備えた住宅として供給していきます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　長寿命化修繕については外壁改修工事の周期にあわせて実施されています。
　加齢対応型浴槽の設置については空き室修繕工事の際の設置が主となっていますが、入居中でも工
事が可能であるため、高齢者世帯等に区の費用で設置が可能であることを周知して設置数を増加し、
バリアフリ－化をすすめていきます。

評価と課題

　区営住宅では、入居者の高齢化等により単身世帯が増えていることから、単身用住宅が不足してい
ます。そのため単身世帯になったにも関わらず家族用住宅への入居が継続するため、子育て世帯等へ
家族用住宅が十分に行き渡らない原因となっています。
　また、区営住宅の耐用年数は概ね70年とされているため、建替時期を迎えている住宅はありません
が、数十年後には改築時期を迎える住宅が集中し、改築が追いつかなくなる懸念があります。
　こうした課題について、令和2年度に単身用住宅の早期確保や財政負担の平準化などの対応に加え
て、建替えの前倒し実施や区営住宅を地域に求められる開放的な施設とするための建替計画の基本方
針を柔軟に検討して策定する必要があります。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）・対象の見直し

予算の方向性の理由・
内容

　引き続き外壁改修工事と加齢対応型浴槽設置工事を実行計画にあわせ、進めていくとともに区営住
宅等長寿命化計画（令和4年～13年度）の改定に当たり、建替計画の基本方針を策定し、単身用住宅
の早期確保、財政負担の平準化、高度利用の検討により創出される空地の面積等に基いて建替候補団
地を定め、建替時期を前倒しするなどの柔軟な対応していきます。
　これらに加えて、区営住宅の建替時には、高齢者・障がい者施設等の併設など地域に求められる開
放的な施設とするため、関係各課との協議をより活発にしていきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00371

事務事業名称 区営住宅の提供 款 05 項 01 目 03 事業 002 整理番号 377

現担当課名 住宅課 係名 住宅運営係 3534 385

既定事業

事業開始 平成 4年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 02

区内に居住する住宅確保用配慮者（低額所得者、被災者
、高齢者、障がい者、子育て世帯等）

根拠
法令
等

（１） 公営住宅法

（２） 杉並区営住宅条例

○区営住宅の維持管理業務を適切に行い、区民が安心し
て、かつ快適に地域で暮らし続けられるようにする。

指標名（１） 管理戸数

指標説明

指標名（２） 使用料収納額

指標説明
○区営住宅の入居者管理に関する事務を行う。
○区営住宅の維持管理に関する事務を行う。

指標名（１）
入居者数

指標説明

指標名（２）
使用料収納率

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 戸 944 944 944 944 944 978 100.0 87.3

活動指標（２） 2 千円 366,765 366,955 361,316 370,598 366,368 370,598 98.9

成果指標（１） 3 人 1,951 1,951 1,924 1,924 1,872 1,872 97.3

成果指標（２） 4 ％ 99.6 99.5 99.8 99.5 99.7 99.5 100.2

事業費 5 千円 222,497 320,841 319,889 273,199 238,424 281,169
特記事項

区営住宅を退去する世
帯が少なく空き室修繕
工事の件数が発生せず
、また一般修繕工事の
発生も減少したため事
業費が減少した。
成果指標(1)入居者数
の計画（目標値）を前
年の実績の数値とする
ことで人数の減少を明
確化する。
成果指標(2)住宅使用
料収納率の計画（目標
値）を100％から現実
的な99.5％とする。

0 0 0

267,421

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 218,135 315,138 314,730 233,082 275,118

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 2.30 2.30 2.49 2.30 2.45 2.50

上記以外の職員 9 人 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 1.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 19,759 19,759 20,981 19,380 21,359 21,795

上記以外の職員 11 千円 5,888 5,888 6,178 6,178 6,160 3,080

総事業費
12 千円 248,144 346,488 347,048 298,757 265,943 306,044

単位当たりコスト
13 円 262,864 367,042 367,636 316,480 281,719 312,928

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 366,765 366,955 361,316 370,598 366,368 370,598

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 2,292 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 369,057 366,955 361,316 370,598 366,368 370,598

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 △120,913 △20,467 △14,268 △71,841 △100,425 △64,554

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 147.8 105.9 104.1 124.0 137.8 121.1

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 377

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

区営住宅維持管理委託 944 戸 225,856

区営住宅等長寿命化計画改定の基礎調査 1 件 2,860

連絡員配置等事務 31 所 2,741

使用料等収納事務 944 戸 2,485

その他（ 区営高齢者住宅の運営事務ほか ） 4,482

事業実績

　区営住宅32団地944戸を管理し、高齢者住宅として運営する1団地を除く31団地に連絡員を配置して
います。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

［区営住宅数の推移］
　都営住宅について平成4年から平成26年度までに30団地919戸の移管を受け入れ、平成16年度13戸、
平成19年度12戸を更地移管した住宅用地に建設し、令和元年度末に32団地944戸となっています。
　令和2年度に都営団地1団地を移管し、令和3年度に移管検討、令和4年度に候補団地の協議、令和5
年度に1団地を移管する予定ですが、区の移管を希望する住宅の要件を備えた候補団地が少なく、今
後は区営住宅の集約を前提とした建替事業の実施による提供住宅の確保に方向転換する必要がありま
す。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

・区営住宅の入居を希望する区民が多いため、区が求める条件に適した都営住宅の移管をすすめて住
宅供給を増やすとともに、ひとり親世帯や多子世帯、配偶者等からの暴力被害者世帯、犯罪被害者世
帯に定期使用住宅の優遇抽せんを実施し、区営住宅の１階部分（高層住宅は1～3階）を高齢者・障が
い者世帯向け住宅として募集することで、区営住宅のセーフティーネット機能を高めていきます。
・5年度には区営住宅の老朽化対応について建替事業の実施など本格化してくると思われます。
・さらに高齢者のひとり暮らしが増え、区営住宅での単身世帯への対応が求められると思います。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　都営住宅を移管することで管理戸数は増加していますが、入居者数は経年で減少しています。これ
は高齢化等のため単身世帯が増え、２人世帯以上が居住することができる家族用住宅に単身者が居住
する住宅規模と世帯人数のミスマッチが発生しているためと考えます。
　使用料収納率について、引き続き99％台の後半を維持していきます。

評価と課題

　区営住宅に加齢対応型浴槽等を設置することでバリアフリー化を推進して高齢者・障がい者世帯が
安全・安心に生活できる住環境を整備に努めるとともに、子育て・多子世帯等に使用期限を定めた優
遇抽せんを実施して入居機会を拡大します。
　都営住宅の移管について杉並区実行計画（平成31～33年度）に定める令和2年度の1団地のほか、1
団地について令和5年度移管を目途に検討及び協議を実施しますが、区営住宅等長寿命化計画（令和4
～13年度）で建替事業の実施を計画するなど、住宅供給の方法を転換していきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 拡充

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　令和2年度に都営住宅1団地を移管して区営住宅の管理戸数を増加し、引き続き令和5年度に1団地の
移管を目途に検討、協議をすすめていきます。
　区営住宅等長寿命化計画（令和4年～13年度）の改定に当たり、高齢化の進展にともない家族用住
宅に居住する単身世帯が262世帯と増加しているなどの課題に対応するため、区営住宅の建替えを検
討する際に単身用住宅を早期確保し、転居後の住宅を家族世帯に供給することで入居者数を向上しま
す。
　使用料収納率は、滞納者が限られていることから、それぞれの特性に即した対応を行うことで滞納
額を削減し、収納率99％台後半を確保していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00373

事務事業名称 高齢者住宅の提供 款 05 項 01 目 03 事業 003 整理番号 378

現担当課名 住宅課 係名 高齢者住宅担当 3539 386

既定事業

事業開始 平成 4年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 02

高齢者住宅応募者、入居者、生活協力員、所有者 根拠
法令
等

（１） 公営住宅法

（２） 杉並区高齢者住宅条例

○高齢者が安全・安心に暮らせる低廉で良好な居住環境
の住宅を提供する。
○入居者の日常生活を支援しながら居住と生活の安定を
確保する。

指標名（１） 管理戸数

指標説明

指標名（２） 使用料収納額

指標説明
○高齢者住宅の入居者管理に関する事務を行う。
○高齢者住宅の維持管理に関する事務を行う。

指標名（１）
入居者数

指標説明

指標名（２）
使用料収納率

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 戸 353 353 353 353 353 353 100.0 99.6

活動指標（２） 2 千円 81,103 81,979 79,211 81,674 74,899 77,243 91.7

成果指標（１） 3 人 381 381 372 372 379 379 101.9

成果指標（２） 4 ％ 99.9 99.5 99.9 99.5 99.8 99.5 100.3

事業費 5 千円 520,331 529,342 522,922 534,538 532,449 537,124
特記事項

都補助金について、都
営シルバーピアの運営
に係る補助金を控除し
た。
再借上げにより国補助
金の対象となる住宅が
増える一方、都補助金
の対象から除かれる住
宅が増えた。
成果指標(2)住宅使用
料収納率の計画（目標
値）を100％から現実
的な99.5％とする。

0 0 0

140,153

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 126,434 134,520 129,216 138,642 142,577

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 2.80 2.80 2.80 2.80 2.80 2.80

上記以外の職員 9 人 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 24,055 24,055 23,593 23,593 24,410 24,410

上記以外の職員 11 千円 8,832 8,832 9,267 9,267 9,240 9,240

総事業費
12 千円 553,218 562,229 555,782 567,398 566,099 570,774

単位当たりコスト
13 円 1,567,190 1,592,717 1,574,453 1,607,360 1,603,680 1,616,924

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 81,103 81,979 79,211 81,674 74,899 77,243

国からの補助金等 15 千円 62,403 73,690 69,922 84,544 84,597 89,262

都からの補助金等 16 千円 21,905 18,346 18,396 11,297 11,912 9,294

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 165,411 174,015 167,529 177,515 171,408 175,799

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 387,807 388,214 388,253 389,883 394,691 394,975

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 14.7 14.6 14.3 14.4 13.2 13.5

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 378

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

高齢者住宅の賃借 13 所 300,078

高齢者住宅維持管理委託 353 戸 111,864

生活協力員の配置 12 所 34,149

サービス付き高齢者向け住宅の運営（賃借料、委託料ほか） 1 所 85,736

その他（ 光熱水費、研修費、保険料、消耗品の購入、募集・収納事務費ほか ） 622

事業実績

　高齢者住宅14団地353戸を管理し、入居者の安全安心の日常生活を確保するために、入居者の生活
を支援する生活協力員（ＬＳＡ）を配置して生活相談や安否確認などの緊急時対応を行っています。
　また、和田みどりの里の空き室の17戸を和田サービス付き高齢者向け住宅として運営しています。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

［高齢者住宅数の推移］
　高齢者住宅「みどりの里」は平成4年度から15団地を設置し、借上期間の20年を迎えた住宅につい
て10年間の再借上げを行いましたが、天沼みどりの里について借上期間終了時に所有者の意向により
契約更新ができなかったため平成28年9月25日に廃止し、平成29年度末現在で14団地353戸を管理して
います。
　また、和田みどりの里で発生した空き室をサービス付き高齢者向け住宅に転換し、平成29年度まで
に17戸整備しました。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　高齢者住宅「みどりの里」は、高齢者が安心して生活できる住環境が整備されていますが、抽せん
倍率が高く入居しにくい状況が続いているため、引き続き20年の借上期間が満了した高齢者住宅につ
いては10年の再借上げを行い、14団地353戸の管理を継続します。
　また、和田サービス付き高齢者向け住宅の17戸については当面、管理を継続します。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　入居者数はほぼ一定水準で推移していますが、これは単身用住宅と２人用住宅とに適切な世帯人数
の居住がされているためと考えます。
　使用料収納率について、引き続き99％台の後半を維持していきます。

評価と課題

　和田サービス付き高齢者向け住宅の空き室が長期となっているため、和田みどりの里の空き室のサ
ービス付き高齢者向け住宅への転換を一時停止し、発生する空き室については入居希望者の多い高齢
者住宅「みどりの里」として募集します。
　また、区営住宅等長寿命化計画（令和4～13年度）の改定に当たり、「みどりの里」の契約期間の
満了時に更新ができないことが想定されるため、更新ができなかった場合に入居者の受け入れ先とな
る単身用住宅の確保を求めていきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　20年間の借上期間が終了した住宅について、所有者、入居者と協議を行い、円滑に10年間の再借上
げを実施します。
　また、和田サービス付き高齢者向け住宅・和田みどりの里については、借上期間が終了する令和4
年度までに、施設のあり方を含めた今後の方針について検討します。
　使用料収納率は、滞納者が限られていることから、それぞれの特性に即した対応を行うことで滞納
額を削減し、収納率99％後半を確保していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00374

事務事業名称 都営シルバーピアの運営 款 05 項 01 目 03 事業 004 整理番号 379

現担当課名 住宅課 係名 高齢者住宅担当 3539 387

既定事業

事業開始 平成 7年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
生活援助員（入居者の安否確認や生活支援等を行う者）
のうちワーデン（住み込みの生活援助員）・ＬＳＡ：ラ
イフサポートアドバイザー（通いの生活援助員）

根拠
法令
等

（１） 東京都シルバーピア事業運営要綱

（２）

○入居者の自立した日常生活を支援するため、生活援助
員（ワーデン・ＬＳＡ）の活動が円滑に遂行できる環境
を整備する。

指標名（１） 生活援助員（ワーデン・ＬＳＡ）の配置数

指標説明

指標名（２） 生活相談室維持管理数

指標説明
○入居者の安全・安心な日常生活を確保するため生
活援助員を配置し、入居者の安否確認、緊急時の対
応などを行う。

指標名（１）
生活援助員（ワーデン・ＬＳＡ）の担当戸数

指標説明 管理戸数（141戸）÷ワーデン・ＬＳＡ数（6所）

指標名（２）
生活援助員（ワーデン・ＬＳＡ）の担当相談
室数

指標説明 管理戸数(141戸）÷生活相談室数(6所)

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 所 6 6 6 6 6 5 100.0 99.7

活動指標（２） 2 室 6 6 6 6 6 5 100.0

成果指標（１） 3 戸 24 24 24 24 24 24 100.0

成果指標（２） 4 戸 24 24 24 24 24 24 100.0

事業費 5 千円 28,666 29,355 29,017 30,060 29,962 30,336
特記事項

都からの補助金につい
て、杉並区高齢者住宅
の運営に係る補助金を
控除した。

0 0 0

27,441

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 24,659 26,158 26,110 27,402 27,702

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 3,436 3,436 3,370 3,370 3,487 3,487

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 32,102 32,791 32,387 33,430 33,449 33,823

単位当たりコスト
13 円 5,350,333 5,465,167 5,397,833 5,571,667 5,574,833 6,764,600

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 1,200 1,200 750 600 120 80

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 1,200 1,200 750 600 120 80

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 30,902 31,591 31,637 32,830 33,329 33,743

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 379

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

ワーデン・ＬＳＡ配置委託 6 所 24,701

ワーデン居室家賃相当分の負担 2 人 1,603

シルバーピア維持管理委託 6 所 2,624

シルバーピア光熱水費の支出 6 所 806

その他（ 電話料、保険料ほか ） 228

事業実績

　令和元年度末現在で都営シルバーピア6戸141戸に対して、ワーデン1人、ＬＳＡ5人の生活援助員を
配置しています。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

平成 7年度末　 　　 2所　　 40戸　　ワーデン　　2人
平成20年度末　 　　 7所　　159戸　　ワーデン　　5人　　ＬＳＡ　3人
平成21年度末　 　　 8所　　179戸　　ワーデン　　5人　　ＬＳＡ　4人
平成25年度末　 　　 7所　　161戸　　ワーデン　　3人　　ＬＳＡ　4人
平成26年度末　 　　 6所　　141戸　　ワーデン　　2人　　ＬＳＡ　4人
平成30年度7月以降　 6所　　141戸　　ワーデン　　1人　　ＬＳＡ　5人
令和2年度12月以降　 5所　　122戸　　ＬＳＡ　5人

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　入居者の高齢化に伴う体調不良や、健康への不安から、より一層ワーデン・ＬＳＡとのコミュニケ
ーションを円滑にし、相談しやすい環境を整えてほしいという要望が寄せられています。
　また、一般住戸が併設されている団地においては、一般住戸に入居する高齢者からシルバーピアと
受けられるサービスが異なることへの不満の声も寄せられています。
　また、自立が困難となった入居者が生活援助員や他の入居者へ迷惑行為を行った際に入居を許可し
ている東京都に退去を促しても十分な対応がないなどの二重管理の問題も生じています。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

シルバーピアの戸数に応じた生活援助員の配置数の目標設定及び実績は適切なものと考えます。

評価と課題

　都が建物管理及び入居者管理を行い、区が生活援助員の配置を行うことで、高齢者が安心して生活
できる住環境が整備されています。
　今後の課題は、入居者のより一層の高齢化に対応できる生活援助員への支援体制を充実するととも
に、施設入居が相当な要介護入居者のシルバーピアからの退居等、現状に即した入居者管理を東京都
に求めていくことです。
　また、退去の際の区が設置した備品の取扱いや入居時の連絡体制など、東京都との連携を深めてい
く必要があります。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）・実施主体の見直し

予算の方向性の理由・
内容

　住宅運営・入居者管理など、シルバーピアの事業は東京都が行っていますが、ワーデン・ＬＳＡの
配置、緊急時対応等の付随する支援に係る事業については、区が実施するため、入退居の際の東京都
との連携をより緊密なものとすることで、手続きをより円滑に進めていきます。
　区に移管されるシルバーピアについては、区営住宅として受け入れ、実質的には、高齢者住宅「み
どりの里」として運営することで東京都・入居者等と協議・説明をしていきます。区営成田東一丁目
アパート、区営富士見丘アパートの高齢者世帯向け住宅はそれぞれ成田東みどりの里及び富士見丘み
どりの里として運営し、令和2年12月1日に区に移管する浜田山四丁目アパートの高齢者世帯向け住宅
は浜田山第二みどりの里として運営する予定です。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00375

事務事業名称 高齢者等アパートの提供 款 05 項 01 目 03 事業 005 整理番号 380

現担当課名 住宅課 係名 管理係 3529 388

既定事業

事業開始 昭和53年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
立ち退き等の理由により、住宅に困窮する一定の要件を
満たした高齢者世帯、ひとり親家庭、障害者世帯、災害
被災者、犯罪・ＤＶ被害者

根拠
法令
等

（１） 杉並区高齢者等応急一時居室提供事業実施要綱

（２）

○緊急に住宅の確保を必要とする高齢者、ひとり親、障
害者、その他特に住宅の確保に配慮を要する者に対し、
区が借り上げた民間アパートを緊急避難用の住宅として
提供する。

指標名（１） 応急一時居室管理戸数

指標説明

指標名（２）

指標説明
○急な立ち退きや被災などが理由で住宅に困窮し、
緊急に住宅の確保が必要な方に、区が借り上げた民
間アパートを一時的に提供する。また、高齢者には
入居後の生活・健康相談等に応じるために生活相談
員を派遣する。

指標名（１）
高齢者等応急一時居室入居率

指標説明 入居世帯数÷（応急一時居室数－空室確保数［10室］）

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 戸 42 45 30 35 24 30 68.6 92.7

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3 ％ 53 80 45 60 100 70 166.7

成果指標（２） 4 ％

事業費 5 千円 43,196 39,245 37,323 28,169 26,122 29,243
特記事項

　入居者の安全を考慮
し、建築基準法を満た
していない物件につい
て、解約手続きを行い
ました。

0 0 0

2,586

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 1,694 3,367 1,673 673 2,345

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.70 1.70 1.70 1.50 1.70 0.70

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 12,523 12,523 12,328 10,643 12,711 6,103

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 3,080

総事業費
12 千円 55,719 51,768 49,651 38,812 38,833 38,426

単位当たりコスト
13 円 1,326,643 1,150,400 1,655,033 1,108,914 1,618,042 1,280,867

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 55,719 51,768 49,651 38,812 38,833 38,426

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 380

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

高齢者等応急一時居室の借上 24 戸 25,225

高齢者等応急一時居室の退去後室内修繕 12 件 593

住宅総合保険料の助成等 15 件 150

その他（ 事務費ほか ） 154

事業実績

　高齢者等応急一時の維持管理において、入居者の安全を考慮し、築年数が古い非耐震物件の契約を
解約しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　民営借家に居住する高齢夫婦のみ世帯及び単身世帯数（住宅・土地統計調査）
　平成15年：8,150世帯　平成20年：7,990世帯　平成25年：15,130世帯　平成30年：13,320世帯

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　応急一時居室への入居希望者の世帯構成や生活状況が多様化しているため、それぞれのニーズに合
った居室の確保に努めていきます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　立ち退きや被災等により緊急に住居の確保を必要とする方に対し、一時的に住居を提供する応急一
時居室は、住宅セーフティネット機能を果たしており、今後も入居希望者の需要に応じた住居を適切
に確保していきます。

評価と課題

　応急一時居室入居希望者の世帯構成や生活状況が多様化している中で、それぞれのニーズに合った
居室の確保に努めるとともに、利用できる期間が短期間であるため、福祉部局とも連携をとりながら
、利用者にとって安全・安心な住居の確保を支援していきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　応急一時居室の提供は、入居希望者が様々な事情を抱えていることから、居室を提供するだけでな
く、関係部署と連携を図りながら地域で安全に安心して暮らすことのできる環境を整えていきます。
　また、入居者の安全を考慮し、築年数の古い非耐震物件については解約し、新たに耐震基準を満た
した物件の契約を進め、昨年度並みの居室数の確保に努めます。
　さらに、退去後の住宅が見つからず、利用期間の延長を希望している者については、新たな住宅の
確保について一緒に考えながら、適切な入居支援を行っていきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00376

事務事業名称 住宅総合相談等 款 05 項 01 目 03 事業 006 整理番号 381

現担当課名 住宅課 係名 空家対策係 3547 389

既定事業

事業開始 平成12年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
区内の住宅所有者、マンション管理組合 根拠

法令
等

（１） 杉並区住宅基本条例

（２） マンションの管理の適正化の推進に関する法律

○良質な住宅の確保に向けて、相談会やセミナーを開催
し、住宅の維持管理の普及啓発を行い他の住宅施策へつ
なげていく。
○分譲マンションの管理組合等に東京都による建替え・
改修アドバイザー派遣制度の活用を促し、建替え・改修
を円滑に進めていくため、情報提供をしていく。

指標名（１） 相談会・セミナーの開催回数

指標説明

指標名（２）

指標説明
○マンション管理セミナーや他の管理組合等の交流
会を開催する。
○杉並マンション管理士会と協定を結び、毎月第2
木曜日にマンション管理無料相談会を実施する。
○区内建築業者の団体と協定を結び、毎週2回（月
・金）住まいの修繕や増改築相談を実施する。
○東京都宅地建物取引業協会杉並区支部、杉並区居
住支援協議会と協定を結び、毎月第3木曜日に不動
産に関する無料相談を実施する。

指標名（１）
相談会･セミナーの参加者数

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 回 111 120 110 120 115 120 95.8 43.0

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3 人 221 230 362 400 421 400 105.3

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 399 629 471 956 411 3,263
特記事項

0 0 0

502

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 55 74 47 68 2,741

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 2.80

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 10,805 10,805 10,643 10,643 10,967 21,034

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 11,204 11,434 11,114 11,599 11,378 24,297

単位当たりコスト
13 円 100,937 95,283 101,036 96,658 98,939 202,475

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 11,204 11,434 11,114 11,599 11,378 24,297

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 381

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

分譲マンション管理セミナー等（講師・相談員謝礼の支出） 2 回 156

マンション管理無料相談 11 回 0

住まいの増改築無料相談 86 回 0

不動産に関する無料相談 11 回 0

その他（ 郵送料、事務費ほか ） 255

事業実績

　分譲マンションの管理組合や所有者に対し、杉並マンション管理士会との共催事業でセミナーを年
2回開催し、毎月第2木曜日に「マンション管理無料相談」を年11回行いました。また、住宅の修繕や
増改築については、杉並区小規模建設事業団体連絡会の協力を得て、毎週月・金曜日に「住まいの増
改築無料相談」を年86回行いました。さらに、東京都宅地建物取引業協会杉並区支部、杉並区居住支
援協議会と協定を締結し、毎月第3木曜日に「不動産に関する無料相談」を年11回行いました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　マンション管理セミナーや相談事業は、まちづくり公社廃止に伴い、平成12年度に住宅課へ移管さ
れました。平成16年度まで区の主催で行われてきたマンション管理セミナーを区と共催、または区の
後援事業として実施しています。
　また、マンション管理士による「マンション管理無料相談窓口」の開設により、マンション管理組
合が抱える問題を把握の上、管理組合に対して適切な助言を行っています。
　さらに、「住まいの増改築無料相談」や「不動産に関する無料相談」も開設し、住宅の様々な問題
に対し、適切な助言を行っています。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　建築年数がある程度経ったマンションについては、区分所有者の高齢化や住戸の賃貸化の進行によ
り、管理組合の役員の担い手不足等、マンション管理組合総会の運営に課題を抱えていたり、適切な
時期に修繕が行われていない等、様々な課題を抱えている。そのため、建物の周辺の環境にも影響を
及ぼすおそれがあり、マンションの諸問題の解決に向けた施策の必要性が高まることが考えられます
。また、住宅の修繕・増改築や不動産に関する無料相談については、節税対策として修繕等を実施す
る区民が増加すると予想され、相談の必要性が高まると考えられます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　良質な住宅の確保に向けて、諸団体からの協力を得ながら、「分譲マンション管理セミナー」、「
マンション管理無料相談」、「住まいの増改築無料相談」及び「不動産に関する無料相談」を開催し
、当初予定していた人数を上回る参加があるなど、住宅の維持管理の普及啓発を図ることができまし
た。

評価と課題

　「分譲マンション管理セミナー」、「マンション管理無料相談」、「住まいの増改築無料相談」及
び「不動産に関する無料相談」については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部中止しまし
たが、年間を通じて当初予定していた人数を上回る参加があるなど、住宅の維持管理の普及啓発を図
ることができました。
　昭和58年12月31日以前に新築されたマンションは、建物の老朽化と居住者の高齢化という「二つの
老い」に直面する中で、令和2年4月から「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例
」に基づく管理状況届出制度が開始しました。区は届出によって把握したマンションの管理状況に応
じた助言・指導等を管理組合等に行い、マンションの管理不全を予防し、適正な管理を促進します。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 拡充

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　「分譲マンション管理セミナー」、「マンション管理無料相談」、「住まいの増改築無料相談」及
び「不動産に関する無料相談」については、今年度と同規模で実施する予定です。
　令和2年4月から開始した「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」に基づく管
理状況届出制度に伴う「未届マンションへの調査、指導等」及び「管理不全の兆候があるマンション
に対する個別訪問調査」を実施する経費を拡充します。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00377

事務事業名称 住宅修築資金の融資あっせん 款 05 項 01 目 03 事業 007 整理番号 382

現担当課名 住宅課 係名 管理係 3533 390

既定事業

事業開始 昭和52年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
居住している自己所有の住宅を修繕又は増築しようとす
る区民

根拠
法令
等

（１） 杉並区住宅修築資金融資あっせん条例

（２） 杉並区住宅修築資金融資あっせん条例施行規則

○区民に低い利率で資金の融資をあっせんすることによ
り、自己所有する既存住宅の修繕や増築を行いやすくし
住環境の改善を促進する。

指標名（１） あっせん件数

指標説明

指標名（２） 利子補給件数

指標説明
○住宅を修繕または増築するために資金が必要な方
へ融資取扱金融機関をあっせんし、融資が実行され
たものについて利子の一部を金融機関へ補給する。

指標名（１）
金融機関貸付件数

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 件 1 10 3 10 1 10 10.0 54.4

活動指標（２） 2 件 16 20 15 20 9 20 45.0

成果指標（１） 3 件 2 10 1 10 1 10 10.0

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 674 319 169 298 162 257
特記事項

　融資あっせんの新規
申請件数が少なく、利
子補給額が減少したた
めです。

0 0 0

50

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 534 50 34 45 50

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 2,577 2,577 2,528 2,528 2,615 2,615

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 3,251 2,896 2,697 2,826 2,777 2,872

単位当たりコスト
13 円 3,251,000 289,600 899,000 282,600 2,777,000 287,200

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 3,251 2,896 2,697 2,826 2,777 2,872

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 382

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

利子補給 9 人 87

その他（ 郵送料、消耗品購入 ） 75

事業実績

　住宅修築資金融資あっせんの申込み、金融機関へのあっせん件数、実際に融資が実行された件数は
それぞれ１件でした。
　融資種類は一般融資のみで、特別融資はありませんでした。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　金融機関との契約利率は、市場の長期プライムレ－トに対応して見直しを行っています。昭和52年
4月は9.0％、平成8年7月は3.2％、平成11年4月は2.9％、平成13年6月は1.85％、平成19年10月は2.25
%で、平成23年4月から2％となっています。新規あっせん件数は、平成8年度の67件をピークに年々減
少し、令和元年度は1件となっています。
　現行制度は、手続きに一定の期間が必要なため、雨漏り等の緊急に修繕する必要がある場合に利用
できないという意見や、申し込み要件が厳しいとの意見をいただいています。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　高齢者社会に対応した居室のバリアフリー化工事の需要が見込まれますが、住宅改修の相談件数は
増えても、低金利時代に入り、融資商品が多様化しているため、申込み件数が急激に増える見込みは
ないと予想されます。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　手続きに一定の期間が必要であり、雨漏り等の緊急に修繕する必要がある場合に利用できないとい
う意見や、申し込み要件が厳しいとの意見があるため、現行制度について他自治体の動向を注視しな
がら検討していきます。

評価と課題

　低金利の住宅修築資金あっせんは、区民が銀行から資金を借り入れる際に区民の利子負担を軽減さ
せることで、良質な住宅の確保を支援しています。
　しかし、あっせん件数は低金利時代で年々減少しているため、手続の期間短縮や簡略化など、金融
機関との調整も踏まえ、より利用しやすい制度の検討が必要です。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　現行制度について、他自治体の動向を注視し、あり方について検討していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00378

事務事業名称 区営住宅整備基金の積立金 款 05 項 01 目 03 事業 008 整理番号 383

現担当課名 住宅課 係名 住宅運営係 3534 391

既定事業

事業開始 平成 6年度

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 内部管理

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）
区営住宅 根拠

法令
等

（１） 地方自治法第241条

（２） 杉並区営住宅整備基金条例

○区営住宅の計画的な維持補修等により長寿命化を行う
とともに、安全で快適な居住環境を整備する。

指標名（１） 基金の新規積立額

指標説明

指標名（２）

指標説明
○区営住宅使用料等から維持管理経費を差し引いた
額を区営住宅の計画的な維持補修等による長寿命化
及び建替事業その他の経費に充てるために基金とし
て積み立てる。

指標名（１）

指標説明

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 千円 188,316 155,772 153,334 156,371 136,274 162,749 87.1 87.1

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 188,316 155,772 153,334 156,371 136,275 159,749
特記事項

国補助金の減少により
基金の積立額が減少し
た。

0 0 0

0

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

上記以外の職員 9 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 1,718 1,718 1,685 1,685 1,744 1,744

上記以外の職員 11 千円 0 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 190,034 157,490 155,019 158,056 138,019 161,493

単位当たりコスト
13 円 1,009 1,011 1,011 1,011 1,013 992

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 188,316 155,772 153,334 156,371 136,274 162,749

国からの補助金等 15 千円 1,678 1,167 1,525 1,168 1,136 717

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 189,994 156,939 154,859 157,539 137,410 163,466

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 40 551 160 517 609 △1,973

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 99.1 98.9 98.9 98.9 98.7 100.8

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 383

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

区営住宅整備基金の積立 136,275

その他（ ）

事業実績

　区営住宅使用料等から維持管理経費を差し引いた額を区営住宅の長寿命化修繕及び建替事業その他
の経費に充てるために基金として積み立てています。令和元年度末の積立累計額は2,367,507,941円
となっています。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

評価と課題

　区営住宅整備基金は、区営住宅の長寿命化や建替事業その他の大規模修繕の経費に充てるために、
毎年「区営住宅の歳入（使用料や補助金等）－区営住宅の歳出（維持管理経費・外壁修繕工事費等）
」で計算した額を積み立てています。区営住宅等長寿命化計画（令和4～13年度）で策定する建替計
画の基本方針に基づく建替事業の財政的な担保とするために区営住宅整備基金を円滑に運用していき
ます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 現状維持

　Ⅱ.事業の改善の方向性 手段・方法の見直し（改善）

予算の方向性の理由・
内容

　区営住宅整備基金は、毎年度、区営住宅使用料等から維持管理経費を差し引いた額を積み立て、区
営住宅の長寿命化やその他の大規模修繕に充てるほか、区営住宅等長寿命化計画（令和4～13年度）
に基づく建替事業に充当していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00693

事務事業名称 住宅施策の推進 款 05 項 01 目 03 事業 009 整理番号 384

現担当課名 住宅課 係名 管理係 3532 392

既定事業

事業開始 平成27年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 01

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関す
る法律による住宅確保要配慮者

根拠
法令
等

（１） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関す
る法律

（２）

○住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅への入居の促
進及び民間賃貸住宅の供給の促進に関する必要な措置に
ついて協議し、事業を実施することにより、区における
福祉の向上と住みやすい地域づくりに寄与する。

指標名（１） 居住支援協議会連携団体数

指標説明

指標名（２）

指標説明
○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居
や住宅供給を推進するため、区、不動産業界団体、
ＮＰＯ法人等の居住支援団体とで構成する「杉並区
居住支援協議会」を設立し、運営支援を行う。
〇令和元年台風第15号及び第19号により一部損壊し
た住家に補助金を交付する。

指標名（１）
物件情報提供率

指標説明 物件情報提供世帯数÷不動産団体への物件情報提供依頼
世帯数

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 団体 9 10 10 12 10 12 83.3 82.5

活動指標（２） 2

成果指標（１） 3 ％ 54.5 60 79.6 80 94.2 90 117.8

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 7,074 14,864 8,768 25,659 21,160 13,769
特記事項

　空室・空家等利活用
モデル事業について、
相談は数件ありました
が、応募には至りませ
んでした。
　また、令和元年の台
風による一部損壊住家
に対する補助のため、
事業費が対前年度141
％となりました。

0 0 0

0

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 0 0 0 0 0

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 1.61 2.40 2.77 2.60 2.75 3.20

上記以外の職員 9 人 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 13,832 20,618 23,340 21,908 23,975 27,898

上記以外の職員 11 千円 5,888 5,888 6,178 6,178 6,160 6,160

総事業費
12 千円 26,794 41,370 38,286 53,745 51,295 47,827

単位当たりコスト
13 円 2,977,111 4,137,000 3,828,600 4,478,750 5,129,500 3,985,583

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 0

国からの補助金等 15 千円 0 0 0 0 0 0

都からの補助金等 16 千円 0 0 0 0 0 0

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 0 0 0 0 0 0

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 26,794 41,370 38,286 53,745 51,295 47,827

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 384

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

杉並区居住支援協議会運営負担 8,193

台風第15号及び第19号による住家一部損壊被害対策支援事業補助 61 件 12,967

その他（ ）

事業実績

　居住支援協議会において、空室・空家等利活用モデル事業について応募要件を緩和しました。また
、空家所有者やモデル事業希望者向けに、空室・空家等利活用セミナーを令和元年6月と7月に開催し
、空家利活用について啓発活動に努めました。事前相談が数件ありましたが、応募には至りませんで
した。さらに、障害者専門部会において、令和元年11月と令和2年1月に障害者グループホームの設立
や運営について不動産利活用セミナーを開催し、障害者の住まいについて理解を深めました。
　また、令和元年度は台風による一部損壊住家に対し、補助金を交付しました。

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

23区内の居住支援協議会設置自治体数：平成27年度以前3区、平成28年度3区、平成29年度1区、平成3
0年度1区

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　少子高齢社会の急速な進展によって、高齢単身世帯等の増加が見込まれる中、入居中の事故や家賃
滞納への不安から、高齢者が民間賃貸住宅への入居を敬遠されるケースが目立ってきています。
　一方で高齢であっても入居を拒まない民間賃貸住宅も数多くあり、このような住宅の情報を広く提
供していくことが求められています。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　住宅の確保に配慮を要する人々は、高齢者に限らず、被災者や障害者、子どもを養育する家庭など
様々です。こうした人々に対し、区の福祉分野などの関係部署や不動産団体、NPO法人等と連携し、
住宅と福祉の両面から住み慣れた地域で安心して暮らせる住まいの確保に向けた取組みの推進が求め
られています。

評価と課題

　住宅政策の課題が「量」の確保から住生活の「質」の向上へと転換する中，高齢社会の進展ととも
に，高齢者等の住宅確保要配慮者に対する住宅セーフティネットの構築や福祉的視点を加えた対策を
実施する必要があります。
　今後も住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居促進及び供給促進に関する必要な措置を行うため
に、空家についての課題も含め、各会員の専門的な視点で協議を重ねるとともに、区は、居住支援協
議会構成団体間の調整など運営を支援することで、杉並区における福祉の向上と住みやすい地域づく
りを目指します。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 その他・対象外

　Ⅱ.事業の改善の方向性 対象外

予算の方向性の理由・
内容

　区と杉並区居住支援協議会が事務取扱協定を締結し、高齢者等アパートあっせん、入居支援事業の
支援決定までの事務を杉並区が行い、支援決定以降の助成申請、助成金交付の事務を杉並区居住支援
協議会が行うなど、杉並区と杉並区居住支援協議会との役割を明確にし、今後の杉並区居住支援協議
会の運営を支援していきます。



（ ）

連絡先 昨年度
電話番号 整理番号

担当課名

対象

事業の目的・目標（対象をどのような状態にしたいのか） 活動指標

活動内容（事務事業の内容、やり方、手段）

成果指標

(5+10+11)

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（１） 00694

事務事業名称 空家等対策の推進 款 05 項 01 目 04 事業 009 整理番号 393

現担当課名 住宅課 係名 空家対策係 3547 401

既定事業

事業開始 平成27年度 実行計画事業 目標 02

上位施策No・施策名 05 良好な住環境の整備 予算事業区分

令和元年度
住宅課 事業評価区分 一般

令和元年度　事務事業の概要（Ｐｌａｎ）

施策 05 計画事業 05

区内の戸建住宅、全戸空室の共同住宅及びその所有者（
管理者を含む。）

根拠
法令
等

（１） 空家等対策の推進に関する特別措置法

（２） 杉並区空家等対策協議会条例

○建物所有者等に対し、空家等の発生抑制及び適正管理
を促し、快適な住環境を維持・保全する。
○専門家団体等と連携し、空家等の利活用を図り、地域
の活力を保持・増進する。
○特定空家等の改善を図り、誰もが安心して安全に暮ら
せる環境を実現する。

指標名（１） 老朽危険空家の除却工事費助成件数

指標説明 特定空家等及び特定空家等に準じる老朽危険空家を除却
する工事費の助成件数

指標名（２） 専門家による空家等の総合相談窓口利用者数

指標説明 空家等の問題解決のために専門家による空家等の総合相
談窓口を利用した人数○杉並区空家等対策協議会の意見を踏まえ、総合的

な空家等対策を推進する。
○空き家になる前からの空家等対策についての周知
・啓発活動を行う。
○専門家による空家等の総合相談窓口を開設する。
○特定空家等の判断、指導・助言等の措置を行う。
○特定空家等及び特定空家等に準じる老朽危険空家
を対象とした除却工事費用を助成する。
○空家等利活用モデル事業に伴う改修工事費用を助
成する。

指標名（１）
特定空家等の改善率

指標説明 特定空家等の改善件数÷特定空家等の判断件数（平成27
年度からの累計値）

指標名（２）

指標説明

指標、総事業費・コスト把握（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）
区分 単位

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和元年度 令和元年度

実績 計画 実績
計画

(目標値)
実績 計画 対計画比(%)

予算執行率
(%)

活動指標（１） 1 件 5 20 8 10 3 10 30.0 35.0

活動指標（２） 2 人 23 36 22 36 18 36 50.0

成果指標（１） 3 ％ 60.0 100 80.0 100 83.3 100 83.3

成果指標（２） 4

事業費 5 千円 10,794 28,985 16,470 27,064 9,483 30,847
特記事項

○特定空家等及び特定
空家等に準じる老朽危
険空家の除却工事費助
成申請件数は、当初予
定していた件数を7件
下回ったこと及び空家
等利活用モデル事業助
成の実績が0件であっ
たため、予算執行率が
35.0％となり、事業費
も前年度と比較すると
10％以上減少しました
。
○特定空家等解体工事
について債務負担行為
を設定し、債務負担設
定額は6,000千円で、
期間は令和元年度から
令和2年度です。

0 0 0

4,626

（内）投資的経費等 6 千円 0 0 0

（内）委託費 7 千円 601 5,033 4,633 3,853 10,354

職
員
数

常勤職員数（再任用含） 8 人 3.03 4.00 4.03 4.00 4.01 3.70

上記以外の職員 9 人 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人
件
費

常勤職員分（再任用含） 10 千円 26,031 34,364 33,957 33,704 34,959 31,413

上記以外の職員 11 千円 2,944 0 0 0 0 0

総事業費
12 千円 39,769 63,349 50,427 60,768 44,442 62,260

単位当たりコスト
13 円 7,953,800 3,167,450 6,303,375 6,076,800 14,814,000 6,226,000

((12-6)÷1)

財
源

受益者負担分 14 千円 0 0 0 0 0 8,467

国からの補助金等 15 千円 3,820 10,500 4,942 10,500 1,821 9,000

都からの補助金等 16 千円 0 2,393 2,101 393 1,124 5,445

その他の補助金等 17 千円 0 0 0 0 0 0

特定財源計
18 千円 3,820 12,893 7,043 10,893 2,945 22,912

(14+15+16+17)

差引：一般財源
19 千円 35,949 50,456 43,384 49,875 41,497 39,348

(12-18)

受益者負担比率
20 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.6

(14÷12)



IP27PAA2

令和 2年度 杉並区事務事業評価表（２）

令和元年度　事業実施状況（Ｄｏ） 整理番号 393

主な取組

内　　容 規模 単位 事業費（千円)

特定空家等及び特定空家等に準じる老朽危険空家の除却工事費助成 3 件 3,963

特定空家等解体工事 1 件 2,900

専門家による空家等の総合相談窓口の運営 11 回 451

空家等対策データベースシステム保守委託 691

その他（ 杉並区空家等対策協議会の運営ほか ） 1,478

事業実績

　杉並区空家等対策協議会の意見を踏まえ、令和元年度に特定空家等の判断を1件行い、建物除却指
導の結果、当該特定空家等は除却されました。これまで区が特定空家等と判断した6件のうち、5件に
ついて問題が改善されました。そして、残る1件の特定空家等については、空家等対策の推進に関す
る特別措置法及び行政代執行法に基づき、除却等の行政代執行を開始しました。
　特定空家等に準じる老朽危険空家の自発的な除却を促すため、除却工事費用の助成を3件行いまし
た。また、専門家による空家等の総合相談窓口を年11回開設し、18人の利用がありました。

手段・方法の見直し（改善）

令和元年度　評価と課題（Ｃｈｅｃｋ）

事業開始当初から現在
までの環境の変化と
事業に対する意見（期
待・要望・苦情等）

　杉並区空き家実態調査で空き家と推定した住宅は、平成25年度408件、平成30年度748件です。
　平成27年10月に杉並区空家等対策協議会を設置し、平成28年8月に杉並区空家等対策計画を策定し
ました。
　近隣住民等からの空き家に関する要望件数は、平成28年度181件、平成29年度177件、平成30年度23
8件、令和元年度241件です。
　空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、特定空家等と判断した件数は、平成27年度2件、
平成29年度3件、令和元年度1件で合計6件です。その内、平成28年度1件、平成29年度2件、平成30年
度1件、令和元年度1件で合計5件が所有者により除却されました。

事業の今後（3～5年）
の予測と方向性

　少子高齢化が進む中で、相続や税制上の理由から、今後も空き家の件数は増加することが見込まれ
ます。そのため、建物が空き家になる前の状態から、空き家除却後の跡地活用までの建物の状態に応
じて、空家等の発生の抑制と適正な管理、空家等の利活用の促進、管理不全な空家等への対応につい
て、杉並区空家等対策協議会、杉並区居住支援協議会及び関係各課などと連携して、総合的に空家等
対策を推進していくことになります。

計画（目標値）に対す
る実績
（指標の分析等）

　区ではこれまで特定空家等と判断した6件について、空家等対策の推進に関する特別措置法に基づ
く措置を行うとともに、特定空家等及び特定空家等に準じる老朽危険空家の除却助成を行うことで、
着実に問題の解決を図っています。また、専門家による空家等の総合相談窓口を開設し、建物所有者
が抱える問題等について適切な助言を行うことで、空家等の発生の抑制と適正な管理を推進していま
す。

予算の方向性の理由・
内容

　杉並区空家等対策計画を改定するため、作成支援に関する経費を拡充します。
　杉並区空家等対策計画に基づく空家等の発生抑制と適正管理についての周知・啓発活動と特定空家
等及び特定空家等に準じる老朽危険空家の除却助成については、今年度と同規模の助成を行う予定で
す。また、空家等利活用モデル事業についても、杉並区居住支援協議会と連携し、対象事業となった
空家等の改修工事費の助成を今年度と同規模で実施する予定です。

評価と課題

　杉並区空家等対策協議会の意見を踏まえ、新たに1件の空家等を特定空家等と判断し、所有者に対
する建物除却の指導の結果、特定空家等の改善を図ることができました。更に、空家等対策の推進に
関する特別措置法及び行政代執行法に基づき、特定空家等の除却等の行政代執行を開始し、未だ改善
していない特定空家等の改善を図ります。
　また、杉並区居住支援協議会と連携し、空家等利活用モデル事業の公募を行いましたが、新たにモ
デル事業として選定した事業はありませんでした。今後は、モデル事業の実施を希望する空き家及び
空き家を利用し、住宅確保要配慮者の支援を希望する事業者を区が募集し、マッチングを図ることで
、空家等利活用モデル事業の応募・選定につなげていきます。

令和 3年度の方針（Ａｃｔｉｏｎ）
予算の方向性
（見直しの視点）

　Ⅰ.事業コストの方向性 拡充

　Ⅱ.事業の改善の方向性


